
 
 
１．麻生 潔 （カネコ種苗（株）専務取締役） 

 

    植物検疫制度の問題点と要望事項 

 
 
１． 重要病害の指定基準の明確化 
  (１) 病害が大発生した文献がみられない物についても指定がなされている。 
   消費者のメリットになるような基準の明確化が重要。(ビートさび病) 

 
 （２）隔離検疫代替措置の検査基準の見直し。（オランダ産グラジオラスのウ

イルス）現行の基準では実用的でなく検査不合格による欠品が多い。 
 
２． 検疫の迅速化のための措置 
（１）消毒、精選施設、燻蒸施設等の整備。 
    施設の拡充及び品質低下のない燻蒸薬剤の使用。 
 
 （２）トバ口検査及び再検査の二重検査の簡素化。 
    全ロット検査が必要な場合のトバ口検査の省略。 
 
 （３）植物検疫証明書の軽微な誤りの現地訂正。 
    現物検査重視の便宜を図っていただきたい。 
 
３． PRAに対する関係国及び関係機関との折衝 

PRAの実施に当たり、輸出、輸入において利害が反する場合もあるので、 
広く関係国及び関係機関から意見を聞き折衝する必要があると思います。 

 
４． 輸入許可条件付き輸出検査の簡素化と栽培地検査の便宜、簡素化を図る 
ための関係国への働きかけ。 
輸入国が発行する輸入許可書や栽培地検査の簡素化。 
 
                            以上 



２．垣花 廣幸 （沖縄県農業試験場）

第４回 植物検疫に関する研究会 参考人意見要旨

沖縄県農業試験場

場長 垣花 廣幸

＊ 本意見は、垣花個人の見解であることを表明しておきたい。

１，発生予察事業の強化

年以降、沖縄県で新たに検出された病害虫は少なくとも病害 件、害虫 件で1980 14 24
ある。これには、侵入病害虫、これまで未知だった病害虫などがふくまれている。

これらの病害虫に対しては、早期発見・早期防除が非常に重要であり、発生予察事業の

強化が必要である。

２，アクションプログラムに対する国と地方自治体との連携強化

新病害虫の発生に関するアクションプログラムは、国だけで実施できるものではなく、

現場をよく知っている、県や地方自治体の協力の下に実施しなければ実効あるものとなら

ない。また、アクションプログラムは、病害虫の種類、防除手段などによっても異なるの

で、それぞれの病害虫について個別に作成されるべきである。

３，植物検疫に関するコストは日本農業の防衛費である。
植物防疫に関するコストは日本農業に関する防衛費である、という観点から言えば、国

は充分な予算措置をして、地方自治体の活動を支援すべきである。特に、移動規制の対象

となる病害虫の場合は、必要経費の全額を国が補助すべきである。

４，植物防疫と研究機関との連携強化

病害虫が侵入してから対策を検討しては遅く、あらかじめ侵入があった場合を予測して

対策を考慮しておくべきである。

はどのようになされているのか？文献だけではだめではないか？PRA
近年の国際貿易は、国境というものが役に立たないほど盛んである。このような場合、

ある病害虫が我が国に侵入したときにどれほどの影響を及ぼすのか？きちんと発生国に職

員を派遣して、研究をさせておく必要がある。先行投資は侵入に際して強力な力となる。

５，移動規制に対する科学的根拠を明確にすべき

ミバエ類が再侵入した場合、ゼロになってから再根絶したと判断する期間は、 でWTO
の国際的スタンダードで３世代といわれている。しかし、これの科学的根拠が明らかにな

っているとは思えない。 チチュウカイミバエ、ミカンコミバエ、ウリミバエなど、ミバ

エの種類、防除手段によって異なるべきものと考える。

６，基礎研究の強化

侵入病害虫が複雑で微小害虫やベクターのように多様化してきていることに充分な対応

を要望したい。 沖縄では 年にミカンコミバエの根絶を達成したが、それ以降、ミ1986
カンコミバエがモニタートラップで捕獲された回数を見ると年次間の変動が非常に大き

い、その原因は何であろうか？ 地球温暖化？ 人間？ 物流？ また、飛来国は台湾？

フリッピン？ このような原因究明は国の責任できちんと研究してもらいたい

(参考)

＊ ミカンコミバエ根絶後のモニタートラップでの検出回数

19871988198919901991199219931994199519961997199819992000200120022003年 ：

6 1 6 1 3 1 5 1 10 1 2 12 10 33 41 29 5回数：



 

 

「植物検疫の今後の方向について(論点整理メモ)」に対する意見 

 

全  農  園芸販売部 

 園芸流通課長 牧口正則 

 

 植物検疫制度は、我が国の農業生産の安全・安定を図る上で非常に重要な制度で

あると認識しております。また、この制度が制定以降長く適正に機能し、我が国の

農業生産に貢献をしてきたことも認めるところであります。しかしながら、この間、

海外からの病害虫の侵入を許し、農業生産の現場に影響を与え、直接・間接に多大

なる労力とコストを浪費せしめている実態があることも事実であります。 

農業生産者団体の一員として、もとより農産物の輸入については反対をするとこ

ろでありますが、昨今の輸入の実状を見ますと、現在のままの制度・体制ではその

求められている役割を十分に果たし得るのか危惧するところであります。 

将来的にもグローバル化が進展するものと想定される中にあっては、時代に即応

して植物検疫制度・体制の拡充が図られんことを期待するものであります。 

こうした立場から、「植物検疫に関する研究会」において整理されました「植物検

疫の今後の方向について(論点整理メモ)」に対し、以下により意見を申し述べます。 

 

1. 議論の概要については、全体として概ね理解するところであります。 

2. 植物検疫は、水際での検疫(国境措置)が基本であると考えます。従いまして、是

非とも、制度・体制の拡充をもって、飽くまで水際での「完全阻止」を目指して

いただくことを強く希望します。また、合わせまして、早期発見から対処に至る

国内措置の体制を整備・強化していただくことを希望します。 

3. 食の安全・安心のテーマについては、植物検疫での消毒の課題に止まらず、海外

からの侵入病害虫に対する国内農業生産場面での農薬散布の課題まで、十分に議

論・認識を深めていただきたいと思います。この観点からも、植物検疫の重要性

は増しているものと考えます。また、農薬・食品添加物や昨今のトレーサビリテ

ィの課題についても厚生労働省(食品衛生検査制度)との連携・協力を図っていた

だき、より効率的な体制を検討していただきたいと希望します。 

4. 植物検疫の必要性について国民(消費者)に広く理解を求めることは、極めて重要

なテーマだと考えます。我が国の農業生産の安全・安定を図るだけでなく、食の

安全・安心を確保する上での必要性を強く訴えるべきであると思います。 

 

以 上 

 

３．牧口 正則 （全国農業協同組合連合会園芸販売部園芸流通課長） 



 

４．羽生田 忠敬（全国農業協同組合連合会長野県本部技術審議役） 

 

意 見 陳 述 要 旨 

 

全農長野県本部 羽生田忠敬 

主に果樹栽培に関係する事項について意見を申し上げたい。 

１ リンゴ黒星病が本州(岩手県)で初めて確認されたとき、その現場に立会うことがで

きたが、栽培現場では侵入病害の完全防除はほとんど不可能に近いことを実感した。 

果樹は永年性作物であり､改植等による作付けの変更がほとんどないため、病害虫は

定着しやすい。 また、発病が確認されたときには、すでにかなり広範囲に病原菌が拡

散しているものと思われる。 

２ また、長野県ではブドウ｢巨峰｣の栽培が盛んであるが、労力分散､規模拡大､収益性

向上などを目的として加温をともなう施設栽培が増加している。 その結果、ミカンキ

イロアザミウマなど本来寒冷地帯では見られないはずの害虫が越冬、増殖し、加害する

例が増えている。 

 新しい病害虫の定着、まん延は生産経費の増加につながり経営に影響を及ぼしている。 

３ リンゴの未発生病害虫として火傷病、コドリンガ、ミバエ類などの侵入が警戒され

ている。 火傷病についてはすでに所定の検疫措置のもとで輸入が認められているが、

さらに検疫条件の緩和を求める アメリカによりＷＴＯに提訴され、係争中である。 本

病が多雨・多湿の我が国に侵入したならば、西洋ナシは壊滅的、リンゴや日本ナシにと

っても重大な被害が免れないだろうといわれる。 交渉の経過において、国内で実証的

研究ができないため、外国のデータに頼らざるを得ないことがなんとも歯がゆい。我が

国の主張は自由な貿易活動を不当に妨げるものでなく正当な防疫活動である｡ 

４ 食の安全・安心が求められるなかで、国内農業を維持し、発展させるために未発生

病害虫の侵入･定着は絶対に防がなければならない。 

侵入防止；我が国は島国である．検疫体制の強化により水際での侵入防止を図る。 

（検査体制の強化、情報の収集・分析、及び生産・輸出国に対する協力． 

  旅行者等による果実、植物体等の無許可持ち込み取り締まりの強化など） 

定着防止；早期防除体制の整備･強化、防除技術の高度化などを図る。 

（早期発見と的確な早期防除のため、情報を末端の現場技術者まですばやく伝達

するなど関係者一体となった監視、防除体制の構築） 

５ 今後、近隣諸国も加わり果実の輸出入はさらに増え、また、人の交流もますます盛

んになると予想される。 我が国の農業、食を守るため植物検疫に期待するところは大

きい。 防疫体制の強化とともに、活動を円滑に行うため、国民の理解をさらに深めて

いくことが必要と考える。  



５．ラルフ・イワモト（米国農務省動植物検疫局（ロバート・タナ

カ 在日米国大使館農務部地域ディレクター）代理） 
  
日本の植物検疫システムに対する米国のステートメント 

 
 
米国は 日本の植物検疫システムに対してコメントする機会を頂いた事に 感謝

します。日本の再検討をする努力を支持し この機会に我々の所見を明示したい
と思います。 
 

米国は 日本のシステムが科学的根拠のあるアプローチを用い その適用におい
て透明である事を望みます。即ち 植物の健康を保護する日本の措置は 科学的
原則と 明確で正確な知識に基づいているべきであると考えます。 
 
日本は SPS協定の元で適正な保護水準を確保するに当たって 最小の制限手段
を適用する義務があります。日本が国際基準の堅持又は採用に欠けている事が 

しばしば我々二カ国間の問題の原因となっています。例えば日本は リスクの軽
減の為の農薬処理に関して その代替案を十分に検討していません。代替案とは 

繰り返して行う事によって 薫蒸とほぼ同じ効果がある 数々の行為を含むシス
テムズアプローチ等の事です。 
 
新しい日本の植物検疫システムにすぐに採用できる そしてすべきである国際基
準及び慣行は以下のような事です。 
 

‐日本は 公的防除において IPPCの基準を採用すべきである。この新た
な基準の下で 公的防除とは 「汚染地域内での撲滅 及び・又は 封じ込め、
危険地域内での監視、及び 輸出に対する措置を含めて 保護されている地域内

への そしてその中での移動規制措置」を含まなくてはならない。 
 
‐日本は その植物検疫措置が PRAに基づいている事を確実にすべきであ

る。その PRAでは現存の検疫規制の代替案を検討し 認識されている病害虫の
リスクに対して十分な科学的根拠を持っていなければならない。日本への有害植
物病害虫のリスクを下げる事が目的になっているが、その方法としては 薫蒸以
外にいくつかある。リスク評価に沿って システムズアプローチや追加的セーフ
ガード措置等の リスク軽減代替案を検討すべきである。 

 
‐日本は 十分な科学的根拠に基づいていない検疫措置を 正当化できな

い。SPS協定では “一時的な”検疫 又は “暫定的な”措置が認められてい

るが リスク評価の実行を回避する為に予防策を用いる事は 十分な科学的調査
やリスク評価を適当な時間内に行わない事になり 協定の精神に反している。 
 



‐日本は 輸入産品で見つかった病害虫の種について 迅速に同定をする
べきである。あまりにも度々 多くの産品が市場に届くのが遅れないようにしよ
うとする事のみを目的とした 薫蒸が行われている。 
‐日本のシステムでは 同等の措置がとられていない。非検疫病害虫が輸

入農産品に見つかった場合 恣意的に不条理に差別されている。国産品に同様の
病害虫があっても 国内を義務付けられた消毒無しで流通している。 

 
‐日本の検疫病害虫の概念の定義付けは 広すぎる。日本の非検疫病害虫

の概念は限定されすぎているので 改正を要する。 
 
‐日本は 要求されている消毒措置の代替案を積極的に検討すべきである。

これらの“セーフガード”又は保護措置は いろいろな形をとる事ができる。例

えば 地域によるセーフガードや 病害虫の問題を解決する為の加工である。日
本は温州みかんを米国の非柑橘生産地域に輸出するに当たって 米国のセーフガ
ード措置により恩恵を受けている。日本も積極的にこのような代替案を輸入産品

に適用すべく検討をして欲しい。セーフガード措置は様々な形をとって良いと思
う。 
 

要約すると 米国は日本に より国際的に容認できる検疫システムを採用するよ
うお願いします。そのシステムとは 公的防除、科学的リスク分析、そして安全
な貿易を確保する最小限の規制措置といった IPPCの基準に基づいているもの
です。米国はこの事により 日本が国内の植物検疫を守りつつ 同時に二カ国間
や国際的にも 世界貿易に関する地位を高める事ができると信じています。 

 
米国と日本は 20年以上も協力関係の下に働いて参りました。我々はこの関係
が続き 成長する事を願っています。このコメントをする機会が その方向への

もう一歩となる事を願っています。 
 



 
 
 

 
 

日本の植物検疫制度に関するニュージーランドのコメント  
 
ニュージーランドは日本の植物検疫制度の見直しに対してコメントする機会を

歓迎するとともに、この見直しにより、早期に満足な結果がもたらされること

を期待しています。SPS協定では、WTO加盟国は人、動物または植物の生命、
健康を保護するために必要な衛生植物検疫措置をとる権利があるとし、それら
の措置が科学的な原則に基づいていること及び十分な科学的証拠なしに維持し

ないことを確保しなければならないとしています。すべての加盟国は、衛生植

物検疫措置が貿易に及ぼすマイナスの影響を最小限に抑えるために、これらの

セーフガードは必要であると容認しています。ニュージーランドは、植物検疫
制度を制定する日本の規則に対して、永年懸念を持ってきました。この規則の

もとで、日本はすでに日本に存在し、国際植物防疫条約ガイドラインで定義さ

れている「公的防除」の対象にはなっていない病害虫が付着する輸入農産物を

くん蒸消毒しています。この処置は、費用発生とわれわれの輸出品の品質低下
をまねくばかりでなく、日本の消費者にとっても有害であると考えます。ニュ

ージーランドは日本がおこなっている現行のくん蒸消毒を、科学的に正当な理

由があるとは思わないばかりか、さらに日本の生産者とニュージーランドの生

産者を正当な理由なしに差別するものであると考えます。われわれが懸念する
これら問題の解決に向けて、ニュージーランドは日本の植物検疫制度全般に下

記の変更を提案したいと思います。 
 
1.   63 種の病害虫を含む日本の「非検疫有害動植物リスト」を抜本的に拡大し、
日本にすでに存在することが知られており、国際植物防疫条約ガイドライ

ンに遵守した「公的防除」の対象になっていないすべての病害虫を「非検

疫有害動植物リスト」に追加されたい。これらの病害虫のリスト作成を促
す最初のステップとして、ニュージーランドは、「非検疫有害動植物リス

ト」に追加するためのこれら病害虫の優先リストを日本に提出した。日本

に存在する病害虫の情報はインターネットのデータベース（CABI crop 
compendiumなど）で簡単に入手することができる。 

 
2.  日本は国の「病害虫発生予察事業」を国際植物防疫条約ガイドラインで定義
された「公的防除」と同等のものにしていない。ついては現在「発生予察
事業」の対象となっている指定有害動植物を「非検疫有害動植物リスト」

に追加されるよう要望する。われわれは、日本の「発生予察事業」が「公

的防除」の一形態であるという見方を支持しない。「発生予察事業」は強

制的、義務的なものではなく、実質的には日本の生産者、農家にアドバイ
スを提供するだけのものである。 

 
長期的には、ニュージーランドは SPS 協定の義務に遵守し、貿易促進を確保し
ながら、病害虫侵入の危険に対処するための最良の方法を、今後とも日本と緊

密に協議していきたいと願っています。 

６．ミシェル・スレイド （在日ニュージーランド大使館公使） 
 


